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高齢者が意欲と能力がある限り年齢にかかわりなく働き続けることができる社会の実現を目指す

２．基本的方向性２．基本的方向性

３．施策の体系３．施策の体系

高齢者雇用対策の基本的枠組み

①出生率の低下、団塊の世代の高齢化により、労働力人口は今後減少
②高齢者の有効求人倍率は厳しい情勢が続く
③高齢者の就労意欲は非常に高い
④年金（定額部分）の支給開始年齢が２０１３年にかけて段階的に６５歳に引上げ

１．現状１．現状

①６０歳代の雇用確保

③多様な就業・社会参加の促進

②中高年齢者の再就職促進

● ６５歳までの段階的な定年引上げ・継続雇用制度等の
高年齢者雇用確保措置の義務化

● 「７０歳まで働ける企業」の普及及び促進

● シルバー人材センター事業による多様な就業機会の確
保を促進

● 募集・採用時の上限年齢設定理由の明示を義務化

● 募集・採用における年齢制限の禁止を義務化

（改正高年齢者雇用安定法を平成１８年４月に施行）

（改正高年齢者雇用安定法を平成１６年１２月に施行）

○ 65歳以上定年企業等の割合を2010
年度までに50%

○ 「70歳まで働ける企業」の割合を2010
年度までに20％

○ ハローワークにおける60歳以上就職件
数を2006年度から2010年度までで70万件

○ シルバー人材センターの会員数を2010
年度までに100万人

主な取組の例

（改正雇用対策法を平成１９年１０月に施行）
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4.1%

9.3%

7.3%

22.5%

53.8%

5.9%

5.2%

10.1%

28.2%

48.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

シルバー人材センター等で任意に

新たに事業を始めて

系列・関係会社で

現在の会社とは関係のない会社で

現在の会社で継続して

働きたい 働きたくないが働かざるを得ない

定年後の働き方

資料出所：（独）高齢・障害者雇用支援機構「団塊の世代の仕事と生活に関する意識調査」（2006年）

(注１）民間調査期間にモニター登録されている人のうち、1947年～1949年生まれで雇用者に対し2006年３月にインターネット調査を実施。

（調査回答者2,043人）

(注２）グラフの割合は、定年後について「働きたい」、「働きたくないが働かざるを得ない」と回答した者（それぞれ38.0％、28.6％）の

うち、「どのように働きたいか」について回答した割合。

高齢期の就業に対する意識
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65～69歳

60～64歳

55～59歳
59歳以下まで働いていたい

60歳～64歳まで働いていたい

65歳～69歳まで働いていたい

70歳以上まで働いていたい

年齢に関わりなくいつまでも働きたい

既に仕事を辞めている

3.3

3.8

19.1

8.6

17.1

13.7

4.6

2.0

0.7

25.2

26.6

32.6

56.5

46.9

28.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65～69歳

60～64歳

55～59歳
59歳以下まで働いていたい

60歳～64歳まで働いていたい

65歳～69歳まで働いていたい

70歳以上まで働いていたい

年齢に関わりなくいつまでも働きたい

既に仕事を辞めている

男

女

資料出所：「平成16年高年齢者就業実態調査」（厚生労働省大臣官房統計情報部）

就業についての引退及び引退時期

就業についての引退時期をみると、「既に仕事を辞めている」を除き、男女ともに、す

べての年齢階級で「年齢に関わりなくいつまでも働きたい」の割合が最も高い。

これに次いで、男ではすべての年齢階級で「65歳～69歳まで働いていたい」が高く、

女では60歳～64歳、65歳～69歳で「65歳～69歳まで働いていたい」が高い。

3



8.1

15.7

27.2

33.8

34.6

23

44.4

25.6

25.2

21.8

36.8

13.6

10

9.9
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4.3
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創造的な発案・企画力

定型的な作業

管理・監督

技術・技能を要する作業

対外調整・折衝

（％）

総じて言えば高い 総じて言えば差がない

総じて言えば低い 高齢者の中での差が大きく、一概に言えない

その他・分からない 無回答
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2 .9
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18
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0

0

2 .1

2 .4

10 .4

4 .7

57 .6

8 .8
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その 他

国 や 自 治 体 の 援 助 制 度 が

活 用 で きる

高 年 齢 労 働 者 は 定 着 率 が 良 い

若 年 ・中 年 の 採 用 が 難 しい

自 社 内 で 高 齢 化 が 進 ん で いる

人 件 費 を低 く抑 え ら れ る

高 年 齢 労 働 者 を雇 用 す るこ とは

時 代 の 社 会 的 要 請 で ある

高 年 齢 労 働 者 に適 した仕 事

又 は 年 齢 に関 係 な い仕 事 が ある

高 年 齢 労 働 者 の 経 験 ・能 力 を

活 用 したい

1 ,000人 以 上

300～ 999人

100～ 299人

30～ 99人

5～ 29人

6 .0

1 2 .8

1 4 .3

1 5 .4

2 9 .9

7 0 .9

0 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0 7 0 8 0

そ の 他

マ ネ ー ジ メ ン ト 業 務

一 般 事 務 業 務

渉 外 ・ 接 客 業 務

教 育 的 ・ 助 言 的 な 業 務

専 門 的 ・ 技 術 的 な 業 務

(％ )

高齢者の活躍が期待される分野

○ 高齢者の雇用に積極的な企業は、高齢者の経験や能力に期待。具体的には、「技術・技能を要する作業」、
「対外調整・折衝」における高齢者の能力に対し、評価が高い。

○ 企業が期待する高齢者の雇用の分野は、「専門的・技術的な業務」、「教育的・助言的な業務」。

６０歳以上の労働者の雇用を増やす理由 企業による高齢者の能力評価

高齢者向けの雇用が期待される分野

資料：内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006年）により
作成。
１．「貴社において、どのような分野・職種で高齢者向けの雇用機会
が生まれると思われますか。よくあてはまるものをお答え下さい。
（○は２つまで）」と尋ねた問に対して回答した企業の割合。
2．回答企業は、全国の従業員規模30人以上の企業915社（無回答
を除く）。

資料：厚生労働省「高年齢者就業実態調査」（2004年）

１．「貴事業所で60歳以上労働者の雇用を増やそうと考えているのはなぜですか。該

当するものを２つまで選び、その番号を○で囲んでください。」と尋ねた問に対して回
答した事業所の割合。

２．調査対象は、日本標準産業分類に基づく14大産業に属する常用労働者を５人以

上雇用する民営事業所。

資料：高齢社会対策の総合的な推進のための政策研究会「高齢者の社会参画に
関する政策研究報告書（企業調査編）」（2005年）により作成。
備考：回答したのは、東京商工リサーチ「CD･Eyes」に収録された、従業員30人以
上の企業2,734社。
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高齢者の健康・体力に見合った働き方の整備

○ 企業が高齢者の雇用に消極的な理由の１つに「体力・健康の面で無理がきかない」ことを挙げており、高齢層
の健康確保や短時間正社員制度の普及など、高齢者の体力面での不利を補うような働き方の整備が必要。

資料：厚生労働省「高年齢者就業実態調査」（2004年）により作成。
1．「貴事業所で60歳以上労働者の雇用を増やさないと考えているのはなぜですか。該当するものを2つまで選び、その番号を○で囲ん
でください。」と尋ねた問に対して回答した事業所の割合。
2．調査対象は、日本標準産業分類に基づく14大産業に属する常用労働者を5人以上雇用する民営事業所。

企業が６０歳以上の労働者の雇用を増やさない理由

1.7

4 2

0 .6

1 .5

4 .6

2 5 .5

2 9 .1

4 3 .6

4 .6

2 4 .3

0 .4

2

5

3 2 .7

3 7 .1

4 3 .2

4 .8

2 7 .5

2 .4

0 .8

6 .2

4 7

3 1 .4

3 1 .6

5 .9

2 4 .2

0 .7

0

1 0 .3

4 9 .6

2 1

3 7 .8

6 .3

1 1

0

1 .1

9

5 2

1 .1

4 2 .5

0 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0

そ の 他

高 年 齢 労 働 者 に 限 ら ず 、
採 用 の 予 定 は な い

高 年 齢 労 働 者 は
定 着 率 が 悪 い

高 年 齢 労 働 者 は
過 去 の 経 歴 に こ だ わ る

人 件 費 が 割 高 で あ る

若 年 ・中 年 層 の 雇 用 が
優 先 され る

高 年 齢 労 働 者 は 体 力 、
健 康 の 面 で 無 理 が き か な い

高 年 齢 労 働 者 に
適 した 仕 事 が な い

1 ,0 0 0人 以 上

30 0～ 99 9人

10 0～ 29 9人

30～ 99人

5～ 2 9人
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定年の引上げ、継続雇用制度の導入関係

６５歳

６４歳

６３歳

６２歳

２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３
平成１８ 平成１９ 平成２０ 平成２１ 平成２２ 平成２３ 平成２４ 平成２５

年度

 
　
　
  ○　定年の引上げ、
　
  ○　継続雇用制度の導入、
　
  ○　その他（定年の定めの廃止等）

　

　
　
　

義
務
年
齢

　定年の引上げ、継続雇用制度の年齢
は年金支給開始年齢の引上げに合わ
せて、２０１３年度までに段階的に実施

施　行　前 施　行　後（平成１８年４月１日から施行）

　
 
 ○　違反している事業主に対して、助言・指導を行い、
　　なお違反している事業主に対しては、勧告を行う。

履行確保措置

６０歳未満定年の禁止

原
則

現行どおり

６５歳までの雇用確保の努力義務
いずれかの措置（高
年齢者雇用確保措

置）の実施義務

　一定期間は、労使協議が不調に終わった場
合に労使協定に代えて就業規則等に継続雇
用制度の対象者の基準を定めることも可

※
特
例

（
法
律
の
附
則
に
規
定

）

大企業：３年間

　具体的な期間は当面、平
成２１年３月３１日（中小企
業は平成２３年３月３１日）ま
で。

労働組合等の意見を聴いて事業主が定める

　②　継続雇用制度の導入（労使協定※により基準を
　　定めた場合は、希望者全員を対象としない制度も可）

　①　定年の引上げ

　③　定年の定めの廃止

施
行

中小企業（常用雇用数３００人以下）：５年間
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高年齢者雇用安定法に基づく企業の取組状況

高年齢者雇用安定法に沿った高年齢者雇用確保措置
を実施済みの企業は88，166社中81，762社、92．7％
である。

図１　雇用確保措置の実施状況

98.1%

91.8%

92.7% 7.3%

8.2%
1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

うち301人以上

うち51～300人

全企業

実施済み

未実施

上記実施済み企業のうち、上限年齢は63～64歳が22．5％、
高年齢者雇用安定法の義務化スケジュールを前倒しし、65
歳以上を上限年齢とした企業（定年の定めのない企業を含
む。）は、77．5％である。

図２　雇用確保措置の上限年齢

22.5% 77.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

63～64歳

65歳以上

上記導入済み企業のうち、定年の定めの廃止や定年
年齢の引上げの措置を講じたところは少なく、85．8％
が継続雇用制度を導入。

図３　雇用確保措置の内容

12.1% 85.8%
2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定年の定めの廃止

定年の引上げ

継続雇用制度の導入

１

２

３

上記継続雇用制度を導入した企業のうち、希望者全
員を対象とする制度を導入したところは、38.8％
制度の対象となる高齢者に係る基準を定めたところは
61.2％である。

４

高年齢者雇用安定法第52条第１項により、事業主は、６月１日現在の定年及び継続雇用制
度の状況等を厚生労働大臣に報告することとされており、当該報告を提出した51人以上規模
企業88,166社について、高年齢者雇用確保措置の実施状況等を集計。

図４　継続雇用の内訳

38.8%

38.8% 61.2%

42.3% 18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望者全員

基準該当者（計）

基準該当者・協定

基準該当者・規則

※

平成１９年６月１日現在
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シルバー人材センターにおける取組

シルバー人材センター

高年齢者の就業機会の増大を図り、

活力ある地域社会づくりに寄与

地域の日常生活に密着した仕事・
臨時的かつ短期的又は軽易な仕事を提供

パソコン講師

自転車置き場管理 観光案内

子育て支援

サービス

会 員

概ね６０歳以上の健康で

就業意欲のある高年齢者

【シルバー人材センターで
取扱う仕事の例】

宛て名書き、公園管理、自転車置
き場管理、植木の剪定、障子・襖
張り、清掃、観光案内、福祉・家
事援助サービス、子育て支援サー
ビス、経理事務、パソコン講師、
補習教室講師等

市町村

家庭

企業

仕事発注
委任・請負

高年齢者の就業の機会の拡大、生きがいの創出、地域社会の活性化
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シルバー人材センター事業の概要

【現状】

団体数 ：１，８２０団体

会員数 ： ７７万人

契約件数 ： ３２８万件

金額 ：３，０６７億円

就業実人員 ： ６２．３万人

就業延人員 ：６，７４０万人日
※ 団体数・会員数は平成１７年３月末日現在

契約金額・就業延人員・契約件数・

就業実人員は平成１６年度

団体数・会員数・契約金額等は

増加傾向を持続
（平成１８年度予算（一般会計）：１４１億円）

○ 目的
定年退職後等に、臨時的かつ短期的又は軽易な就業を希望する高年齢者に
対して、地域の日常生活に密着した仕事を提供し、もって高年齢者の就
業機会の増大を図り、活力ある地域社会づくりに寄与する。

○ 仕組み
（１） 会員

概ね６０歳以上の健康で就業意欲のある高年齢者
（２） 事業内容

シルバー人材センターは、家庭、事業所、官公庁から、地域社会に密着
した臨時的かつ短期的な仕事等を有償で請け負い、これを希望する会員
に提供する。
会員は実績に応じて一定の報酬（配分金）を受ける。
【シルバー人材センターで取り扱う仕事の例】
清掃、除草、公園管理、自転車置き場管理、宛て名書き、植木の剪定、

障子・襖張り、観光案内、福祉・家事援助サービス等
（３） 事業の拡充

運営の自立化を推進しつつ、少子高齢化の急速な進展に対応する高齢者
活用子育て支援事業、高齢者生活援助サービス事業を実施し、高齢者の
ニーズに的確に対応した就業機会を安定的に提供する体制を構築する。

シルバー人材センター事業の内容

9



在職老齢年金制度

６０～６４歳 ６５歳以上

２８万円

賃金（ボーナス込み月収）
と年金月額（定額部分も
含む）の合計額

年金月額２７
万円の者

年金月額１０
万円の者

１８万円 ３８万円 ５１．５
万円

４８万円

賃金（ボー
ナス込み
月収）

４８万円

年金月額
（報酬比例
部分）１０
万円の者

賃金（ボーナス込み月収）
と年金月額（報酬比例部
分のみ）の合計額

基礎年金
５８万円３８万円

厚生年金

○ 賃金（ボーナス込み月収）と年金（定額部分（６５歳以降
における基礎年金に相当）も含む）の合計額が２８万円を
上回る場合は、賃金の増加２に対し、年金額１を停止

○ 賃金（ボーナス込み月収）が４８万円を超える場合は、
賃金が増加した分だけ年金を停止

＊平成１６年年金制度改正により、在職中に一律２割の年

金を停止していた仕組みを廃止（平成１７年４月施行）

○ 基礎年金は全額支給

○ 賃金（ボーナス込み月収）と厚生年金（報酬比例部分）
の合計額が４８万円を上回る場合には、賃金の増加２に
対し、年金額（報酬比例部分）１を停止

＊ 平成１６年年金制度改正により、７０歳以上の在職者に
ついては、６５歳～６９歳と同じ取扱いとした。
（ただし、保険料負担はなし）（平成１９年４月施行）

賃金（ボー
ナス込み
月収）

賃 金

働くことに中立的な年金制度とするため、平成１６年の年金制度改正により、在職中の老齢厚生年金
一律２割支給停止の仕組みを廃止（平成１７年４月施行）などの措置を行った。
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高年齢雇用継続給付の概要

１ 支給対象者

歳時点に比して賃金額が を超えて低下した状態で雇用継続60 25%
する高齢者（被保険者であった期間が 年以上ある 歳以上 歳5 60 65
未満の被保険者）

【平成 年改正前： 歳時点に比して賃金額が ％未満に低下した15 60 85
状態で働き続ける高齢者（雇用保険の被保険者であった期間が５年以

上ある 歳以上 歳未満の被保険者に限る 】60 65 。）

２ 給付額

歳以後の賃金の （賃金と給付の合計額が 歳時点の賃金60 15% 60
の を超え 未満の場合は逓減した率）70.15% 75%

【平成 年改正前： 歳以後の賃金の ％】15 60 25

３ 支給期間

歳に達するまでの期間65
（現行）

賃金額

賃金額＋給付額

61%

100%

100%

75%
70.15%

0

高年齢雇用継続給付（0.15W）

賃金(W)

(注）100%は６０歳時点の賃金である。

賃金額

賃金額＋給付額

61%

100%

100%

75%
70.15%

0

高年齢雇用継続給付（0.15W）

賃金(W)

(注）100%は６０歳時点の賃金である。
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　　　　　年齢階級別平均給与額の推移について
○　平均給与額について、５５～５９歳層と６０～６４歳層の間の減額傾向については、平成１４年と平成１８年とでほとんど変化がない。

①規模計 ①規模計

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

　　　 　（注）賃金額は、「きまって支給する現金給与額（※）（平成１８年６月）」である。

　　　※きまって支給する現金給与額：労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによって あらか
　　　じめ定められている支給条件、算定方法によって６月分として支給された現金給与額を いう。手取り額
　　　ではなく、所得税、社会保険料などを控除する前の額である。

年齢階級別平均給与額（平成１８年）

②企業規模1,000人以上

③企業規模100～999人 ④企業規模10～99人

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

　　　 　（注）賃金額は、「きまって支給する現金給与額（※）（平成１４年６月）」である。

　　　※きまって支給する現金給与額：労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによって あらか
　　　じめ定められている支給条件、算定方法によって６月分として支給された現金給与額を いう。手取り額
　　　ではなく、所得税、社会保険料などを控除する前の額である。

年齢階級別平均給与額（平成１４年）

②企業規模1,000人以上

③企業規模100～999人 ④企業規模10～99人
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出産前後で仕事を辞める女性の約３割が両立環境が整わないことを理由に辞めている。出産前後で仕事を辞める女性の約３割が両立環境が整わないことを理由に辞めている。

52.0 7.4 24.2 5.6 8.5 2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家事、育児に専念するため、自発的にやめた

出産、育児と関係ない理由でやめた

出産を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさでやめた

解雇された、退職勧奨された

その他

特にない

「出産１年前には雇用者で現在は無職」かつ

「就学前の子どもがいる女性」が仕事を辞めた理由

52.8

36
32.8 32.8

28.8
27.2

23.2
21.6

20

12

0

10

20

30

40

50

60

自

分

の

体

力

が

も

た

な

そ

う

だ

っ

た

（

も

た

な

か

っ

た

）

育

児

休

業

を

と

れ

そ

う

も

な

か

っ

た

（

と

れ

な

か

っ

た

）

保

育

園

等

の

開

所

時

間

と

勤

務

時

間

が

合

い

そ

う

も

な

か

っ

た

（

合

わ

な

か

っ

た

）

子

供

の

病

気

等

で

度

々

休

ま

ざ

る

を

得

な

い

た

め

保

育

園

等

に

子

供

を

預

け

ら

れ

そ

う

も

な

か

っ

た

（

預

け

ら

れ

な

か

っ

た

）

つ

わ

り

や

産

後

の

不

調

な

ど

妊

娠

・

出

産

に

伴

う

体

調

不

良

の

た

め

会

社

に

育

児

休

業

制

度

が

な

か

っ

た

育

児

に

対

す

る

配

慮

や

理

解

が

な

い

職

場

だ

っ

た

家

族

が

や

め

る

こ

と

を

希

望

し

た

そ

の

他

（％）（複数回答）

両立が難しかった理由

資料出所 日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成１５年）

（右グラフの注）就学前の子どもがいる、出産１年前には雇用者で現在無職の女性について、「仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立の難しさで

やめた」と回答した者にきいたもの 13



女性が働き続けるのを困難したり障害になること、
就業継続のために必要な事項

75.4

47.2

36.3

29.5

28.5

28.0

25.3

19.3

17.0

4.8

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

育児

介護

家事

家族の理解のなさや反対

夫の転勤

女性に対する職場の理解のなさ

男性優位の職場風土

男女均等な職場でないこと

女性の意欲や能力が劣っているという偏見

その他

不明

（％）

51.

50.5

41.3

40.2

32.3

32.2

29.2

25.4

20

3.3

1.4

0 10 20 30 40 50 6

子育てしながらでも働き続けられる制度や職場環境

やりがいが感じられる仕事の内容

育児や介護のための労働時間での配慮

相談できる同僚や先輩がいること

結婚や出産、育児で女性社員が差別されない職場風土、環境

男女均等な待遇と公正な人事評価

残業があまり多くないこと

勤務時間が柔軟であること

女性を一人前に扱う企業風土

その他

不明

資料出所：（財）21世紀職業財団「女性労働者の処遇等に関する調査」（2005年）

※ 複数回答

女性が働き続けるのを困難したり障害になること 就業継続のために必要な事項

7

0

（％）
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42.7

42.4

28.9

26.5

23.9

9.8

9.6

5.1

3.5

3.1

11.1

50.0

31.2

14.0

21.1

23.8

8.4

4.9

6.2

1.8

5.9

11.1

0 20 40 60

自分の都合のよい時間（日）に働きたいから

勤務時間・日数が短いから

家事・育児の事情で正社員として働けないから

正社員として働ける会社がないから

仕事の内容に興味が持てたから

賃金・待遇がよいから

体力的に正社員として働けないから

すぐ辞められるから

病人・老人等の介護で正社員として働けないから

友人・知人がパートで働いているから

その他

①（平成17年調査）

②（平成13年調査）

（％）

「パート」としての働き方を選んだ理由別割合（複数回答）

（資料出所） ①(財)21世紀職業財団）「平成17年パートタイム労働者実態調査」②厚生労働省「平成13年パートタイム労働者総合実態調査」

43.6

42.6

31.5

26.3

22.9

9.4

9.3

4.7

3.8

3.0

33.2

41.3

1.3

27.6

34.0

14.2

12.9

8.8

0.8

3.8

自分の都合のよい時間（日）に働きたいから

勤務時間・日数が短いから

家事・育児の事情で正社員として働けないから

正社員として働ける会社がないから

仕事の内容に興味が持てたから

賃金・待遇がよいから

体力的に正社員として働けないから

すぐ辞められるから

病人・老人等の介護で正社員として働けないから

友人・知人がパート等で働いているから

女

男
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1.0

10.8

14.7

23.5

33.3

36.3

42.2

45.1

55.9

65.7

75.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

特にない

働くことへの不安感を払拭するためのセミナーや個別相談

自分に適した訓練の選定のアドバイス

子育てを含めて障害にわたるキャリア相談

試行的な雇用の場

職業能力開発のための訓練に対する経済的な支援

再雇用制度

放課後児童クラブ等の学童保育の充実

再就職（訓練などの準備活動を含む）のための一時保育

仕事と子育ての両立や再就職の準備に役立つ情報の提供

保育施設の充実

円滑な再就職支援のために必要な支援策

　円滑な再就職のために必要な支援策をみると、「保育施設の充実」の割合が最も高く、「仕事と子育ての両立や再就職の準備に役立つ
情報の提供」、「再就職（訓練などの準備活動を含む）のための一時保育」と続いている。

（資料出所）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（2003年）
　　　　（注）１　複数回答
　　　　　　　２　1年前には雇用者で現在は無職の就学前の子供がいる女性
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パートタイム労働と税制との関係

１．所得税・住民税の課税について

○ 年収１００万円以上で住民税（所得割）、年収１０３万円以上で所得税が課税される。
○ 配偶者控除・配偶者特別控除による「手取りの逆転現象」（パートタイム労働者の収入が一定額を

超えるとかえって世帯全体の手取り収入が減少する現象）は、税制上解消されている。

無課 税課 税１４１万円以上

配偶者控除 無

配偶者特別控除 有
課 税課 税

１０３万円を超え

１４１万円未満

配偶者控除 有課 税非課税
１００万円を超え

１０３万円以下

配偶者控除 有
（所得税３８万円、住民税３３万円）

非課税非課税１００万円以下

配偶者控除・配偶者特別控除住民税（所得割）所得税

パートタイム労働者の配偶者

（所得税・住民税の課税に当たって

控除が認められるかどうか）

パートタイム労働者本人

（本人が課税対象となるか）パートタイム

労働者の年収額

注１：住民税（均等割）の非課税の範囲は、市町村によって異なる。
注２：配偶者特別控除は、配偶者の合計所得が一定以下の場合のみ認められる。また、配偶者特別控除は、パートタイム

労働者本人の年収の増加に応じて控除額が減少する（所得税の場合、３８万円から３万円まで）。

非課税

非課税

非課税

課 税

課 税

課 税

課 税課 税

配偶者控除 有
（所得税３８万円、住民税３３万円）

配偶者控除 有

配偶者控除 無
配偶者特別控除 有

無
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短時間労働者への厚生年金・国民年金の適用について

【国民年金の第３号被保険者】【厚生年金の被保険者】 【国民年金の第１号被保険者】

４分の３未満である４分の３以上である

１日又は１週間の所定労働時間、１カ月の所定労働日数がそれぞれ当該事業所

において同種の業務に従事する通常の就労者のおおむね４分の３以上であるか

被用者年金制度の被保険者の

配偶者であるか

年間収入が１３０万円以上（※）と見
込まれるか

配偶者である配偶者ではない

１３０万円未満である１３０万円以上である

※ここでいう「収入」には給与の他、資産所得等、継続して入る収入が含まれる（資産所得、事業所得等経費を
要するものについては必要経費控除後）。

（国民年金の第２号被保険者）

５19



平成13年 平成17年

自分の所得税の非課税限度額(103万円)を超えると税金を支払わなければならないから 71.7 54.9

一定額を超えると配偶者の税制上の配偶者控除がなくなり、配偶者特別控除が少なくなるから 40.8 36.5

一定額を超えると配偶者の会社の配偶者手当がもらえなくなるから 22.9 25.7

一定額(130万円)を超えると配偶者の健康保険、厚生年金等の被扶養者からはずれ、自分で健康
保険等に加入しなければならなくなるから

34.5 46.4

正社員の所定労働時間の3/4以上になると、健康保険、厚生年金等に加入しなければならないか
ら

5.2 14.8

会社の都合により雇用保険、厚生年金等の加入要件に該当しないようにしているため 3.1 6.8

労働時間が週の所定労働時間20時間以上になると雇用保険に加入しなければならないため 3.9 3.3

6.2

6.6

その他 7.8

無回答 0.1

（資料出所）(財)２１世紀職業財団 ｢パートタイム労働者実態調査」
（注）平成１３年は厚生労働省「パートタイム労働者総合実態調査」）

● 年収又は労働時間を調整しているパート労働者の割合

● 年収又は労働時間の調整の理由 （調整している者＝100％） (％）

平成13年 平成17年

22.6

関係なく働く 28.1 29.6 

無回答 0.0 1.5 

調整の必要がない 35.0 30.1 

わからない 14.2 6.2 

調整している 32.5

(％）

２

短時間労働者の就業調整の実態
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26.3 47.1 16.6 10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２分の１未満 ２分の１以上４分の３未満

４分の３以上９割未満 ９割以上

28.7

18.0

27.0

16.0

28.3

46.1

16.0

19.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

女　性

男　性

１００万円未満 １３０万円未満

１３０万円以上 不明

民間企業における扶養手当等について

○ 近年、｢家族手当｣や｢扶養手当｣等を取り入れている企業の割合は低下傾向。

○ 一方、パートタイム労働者を対象にした調査では、概ね３人に１人が、年収や労働時間の面で一定の就業調整を行っており、
そのうちの概ね４人に１人が「配偶者の会社の配偶者手当」の有無を理由としている。

家族手当・扶養手当等の導入企業割合

（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣、
厚生労働省｢賃金労働時間制度等総合調査｣

パートタイム労働者の週あたり所定労働時間

平成８年 平成11年 平成18年

79.8 ％ 77.3 ％ 69.6 ％

（資料出所） (財)２１世紀職業財団 ｢パートタイム労働者実態調査」

パートタイム労働者の年収

平成13年 平成17年

一定額を超えると配偶者の会社の
配偶者手当がもらえなくなるから

22.9 ％ 25.7 ％

【再掲】 年収又は労働時間の調整の理由（調整している者＝100％）

(財)２１世紀職業財団 ｢パートタイム労働者実態調査」（Ｈ１７）
厚生労働省 「パートタイム労働者総合実態調査」（Ｈ１３）
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仕事と家庭の両立支援対策の概要

育児・介護休業法等の施行育児・介護休業法等の施行

妊娠・出産後の母性保護、母性
健康管理

妊娠・出産後の母性保護、母性
健康管理

・産前産後休業（産前６週、産後８週）

・軽易な業務への転換、時間外労働・
深夜業の制限

・医師の指導等に基づき、通勤緩和、休
憩、休業等の措置を事業主に義務づけ

・妊娠・出産を理由とする解雇の禁止

等

仕事と家庭を両立しやすい諸制
度の整備

仕事と家庭を両立しやすい諸制
度の整備

・子が１歳（一定の場合は１歳半）に達
するまでの育児休業等の権利を保障

・子が３歳に達するまでの勤務時間の短
縮等の措置を事業主に義務づけ

・育児休業を取得したこと等を理由とす
る解雇その他の不利益取扱いの禁止

等

事業主への支援・取組促進事業主への支援・取組促進

次世代法に基づく事業主の取組
推進

次世代法に基づく事業主の取組
推進

・仕事と家庭を両立しやすい環境の整備
等に関する行動計画の策定・届出

（３０１人以上は義務、３００人以下は努力義務）

・計画に定めた目標の達成など、一定の
基準を満たした企業を認定

助成金を通じた事業主への支援助成金を通じた事業主への支援

・短時間勤務制度の導入など、両立支援
に取り組む事業主へ各種助成金を支給

労働者への支援労働者への支援

保育ニーズへの対応保育ニーズへの対応

・「待機児童ゼロ作戦」の推進、延長保
育や休日保育など多様な保育サービス
の実施

・放課後児童クラブの推進

・急な保育ニーズへの対応として、
「ファミリー・サポート・センター」
の設置促進

表彰等による事業主の意識醸成表彰等による事業主の意識醸成

・仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟
な働き方ができる企業を表彰（ファミ
リー・フレンドリー企業表彰）

・両立のしやすさを点検・評価するため
の「両立指標」の開発・普及

・行動計画など両立支援の取組を公表

希望するものすべてが子育て等しながら安心して働くことができる社会の実現

育児等によりいったん離職した
方への再就職・再就業支援

育児等によりいったん離職した
方への再就職・再就業支援

・登録制による定期的な情報提供、個々
の希望に応じた再就職プランの策定支
援

・「マザーズハローワーク」で、担当者
制によるきめ細かい相談等の支援

・メンター紹介事業の実施や助成金の支
給等による起業支援
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障害者の雇用者数

1.3万人 （2.6%）

精神障害者

11.4万人 （23.0%）

知的障害者

36.9万人 （74.4%）

身体障害者

49.6万人

計

0.2万人（0.7%）

精神障害者

4.4万人（15.5%）

知的障害者

23.8万人（83.8%）

身体障害者

28.4万人

計

（１）５人以上規模企業（平成15年度障害者雇用実態調査）

（２）５６人以上規模企業（平成18年障害者雇用状況報告）

（注）重度障害者をダブルカウントした人数となっている。
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障害者の雇用数・実雇用率の推移

（注）
「障害者の数」は以下の者の合計。

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者
精神障害者（短時間労働者は０．５カウント）

（参考）
５人以上の規模の企業において
雇用される障害者数

約４９．６万人
〔平成１５年度障害者雇用実態調査による推計〕

※ 毎年６月１日現在の企業からの障害者雇用
状況報告による(５６人以上の規模の企業)

24



1.43

1.33

1.26

1.84

1.40

1.45

1.25

1.69

1.18

1.82

1.70

1.43

1.58

1.76

1.52

合計

(36.8%)

(38.0%)

(38.4%)

(53.9%)

(38.5%)

(30.8%)

(31.0%)

(50.5%)

(20.4%)

(44.8%)

(53.6%)

(42.4%)

(56.8%)

(54.8%)

(43.4%)

(  60.5%)1.86( 39.2%)1.66( 44.7%)1.66(45.0%)1.54(53.3%)1.54(57.8%)1.93製造業

( 49.2%)1.79( 35.2%)1.60( 38.7%)1.53(40.2%)1.48(43.6%)1.27(45.2%)1.46合計

(  0.0%)1.43( 21.3%)1.45( 44.3%)1.49(41.3%)1.38(41.9%)1.04(34.3%)0.80教育・学習支援
業

(  0.0%)1.50( 27.6%)1.51( 37.9%)1.54(28.0%)1.28(36.4%)1.05(49.2%)1.18複合サービス業

( 30.0%)1.56( 27.0%)1.64( 44.7%)1.62(59.5%)2.43(55.7%)1.79(51.3%)1.88医療・福祉

規模

( 22.9%)1.61( 25.7%)1.48( 32.1%)1.41(33.8%)1.37(36.1%)1.25(39.8%)1.59サービス業

(100.0%)2.89( 41.9%)1.67( 31.7%)1.49(31.6%)1.31(37.9%)1.01(40.8%)1.11飲食店・宿泊業

( 32.4%)1.62( 36.3%)1.61( 39.0%)1.48(31.7%)1.23(29.9%)0.79(27.0%)0.54金融・保険・不動
産業

( 53.7%)1.93( 33.3%)1.57( 32.5%)1.42(28.6%)1.16(27.9%)0.79(34.3%)0.83卸売・小売業

( 65.4%)1.87( 51.2%)1.73( 50.9%)1.80(54.6%)1.79(53.3%)1.55(40.9%)1.09運輸業

( 28.6%)1.58( 30.1%)1.50( 26.4%)1.32(19.3%)1.08(17.7%)0.57(21.1%)0.49情報通信業

(100.0%)1.98( 66.7%)1.71( 36.4%)1.59(36.4%)1.54(40.3%)0.95(42.4%)1.01電気・ガス・熱供
給

(  38.5%)1.74( 34.7%)1.62( 29.6%)1.40(32.8%)1.28(45.5%)1.09(43.7%)1.32建設業

(  - )-(100.0%)1.86(100.0%)1.93(60.0%)1.59(56.3%)1.29(50.0%)1.38鉱業

(  - )-( 50.0%)1.87(  0.0%)1.44(25.0%)1.15(51.7%)1.88(61.0%)1.77農業漁業

産業

5000人以上1000-4999人500 - 999人300 - 499人100 - 299人56 - 99人

平成１８年６月１日現在

※カッコ外は実雇用率、カッコ内は法定雇用率達成企業割合

規模別・業種別の実雇用率・法定雇用率達成企業割合
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32,885
35,871

38,882

43,987

21,652
18,364

16,711
14,852

0

5 ,000

10 ,000

15 ,000

20 ,000

25 ,000

30 ,000

35 ,000

40 ,000

45 ,000

50 ,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

年間 上半期（4月～9月）

109.1%

108.4%

障害者の就職件数の推移

○ ハローワークにおける障害者の就職件数は、着実に
伸びており、最近では前年度比10％程度の伸びを続
けている。

（前年度比13.1%増）

主な理由として、
① 障害者の「働きたい」という意欲の高まり

（新規求職件数の着実な伸び）

② 企業側の取組の拡大
・ 雇用失業情勢の改善に伴う障害者雇用意欲の

高まり

・ コンプライアンス、ＣＳＲの観点からの障害者雇
用の取組の進捗

・ 雇用率達成指導の強化への対応

③ ハローワークの取組強化
・ 就職件数などの目標設定・管理
・ トライアル雇用やジョブコーチ支援などの雇用

支援策の積極活用

・ 障害者就業･生活支援センターなど関係機関と
の連携した支援の充実

等が挙げられる。

113.1%

112.5%
109.9%

117.9%
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障害者の雇用を支援するための施策

１ 「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり

（障害者試行雇用事業）

障害者に関する知識や雇用経験がない事業所に対し、障害者を試行的に雇
用する機会を付与し、本格的な障害者雇用に取り組むきっかけづくりを進め

る事業。

※19年度 8,000人 （18年度 6,000人）

３ 就業面と生活面における一体的な支援

（障害者就業・生活支援センター事業）

障害者の職業生活における自立を図るため、身近な地域にお

いて雇用、保健、福祉、教育等の地域の関係機関のネットワー
クを形成し、就業面と生活面にわたる一体的な支援を行う事業。

＊主な支援内容

①就業支援…就業に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習
のあっせん）、求職活動、職場定着支援など障害
特性を踏まえた雇用管理に関する助言

②生活支援…生活習慣形成、健康管理等の日常生活の自己管理
に関する助言住居、年金、余暇活動など生活設計
に関する助言など

※19年度 135センター （18年度 110センター）

４ 関係機関の「チーム支援」による、福祉的就労から一般雇用への移行の促進 （地域障害者就労支援事業）

就職を希望する障害者に対し、ハローワークを中心に福祉等の関係者からなる「障害者就労支援チーム」による、就職の準備段階から職場定着まで
の一貫した支援を実施。

５ 福祉施設・特別支援学校における、企業ノウハウを活用した就労支援の促進 （障害者就労支援基盤整備事業）

障害者雇用に実績のある企業のノウハウを活用したセミナーを実施する等により、福祉施設の職員、特別支援学校の生徒、保護者及び教職員の一般雇
用についての理解の促進、雇用支援策に関する理解・ノウハウの向上を図る。

２ 職場適応援助者 （ジョブコーチ）による支援
知的障害者や精神障害者など職場での適応に課題を有する障害者に対し

て、職場適応援助者（ジョブコーチ）を事業所に派遣し、きめ細かな人的

支援を行うことにより、職場での課題を改善し、職場定着を図る。

＊主な支援内容
○障害者向け…職場内コミュニケーション、作業遂行力の向上支援など

○事業主向け…職務内容の設定、指導方法に関する助言など

※ジョブコーチ配置数 842人 （19年3月現在）

障害者の雇用の促進を図るため、障害者雇用率制度に基づく事業主への雇用率達成指導や、障害特性等に応じたきめ細
かな職業相談・職業紹介の実施に加え、次のような雇用支援策を実施することにより、障害者本人や障害者を雇用する
事業主を支援する。
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『「福祉から雇用へ」推進５か年計画』における重点戦略

（平成19年2月15日に策定された「成長力底上げ戦略」（基本構想）に位置づけられているもの）

地域の特性を活かした就労支援体制を全国展開地域の特性を活かした就労支援体制を全国展開

ハローワークを中心とした「チーム支援」ハローワークを中心とした「チーム支援」

○「障害者就業・生活支援センター」を全障害保健福祉圏域に設置（約４００カ所）

○各省庁・各自治体における障害者に対する「チャレンジ雇用」の推進・拡大
○障害者に対する「就労移行支援事業」を全国展開するとともに、全都道府県において「工賃倍増５か年計画」による

福祉的就労の底上げを推進
○平成１９年度までに「生活保護の就労支援プログラム（※）」を全自治体で策定

（※）意欲の向上や職業意識の啓発、技能修得、就職支援等、段階的・計画的な支援を行うプログラム

○母子家庭等就業・自立支援センターやマザーズハローワークなどの子育て女性重点支援拠点を全国展開

○ハローワークを中心に福祉関係者等と連携した「就労支援チーム（※）」の体制・機能強化

（※）ハローワークの就職支援担当と福祉事務所、福祉施設等関係機関により編成されるチーム

○ハローワークにおける「就労支援アクションプラン」の推進により、支援対象者(生活保護・母子世帯)の就職率を60%に引上げ
「就職活動プランの策定」、「就労意欲向上プログラム」 など

関係者の意識改革関係者の意識改革

○関係者の意識改革を通じた雇用機会の拡大
企業の経営者・労働組合・従業員、福祉関係者等の意識改革と、相互の協力関係の構築等を通じ、雇用機会を拡大

障害者雇用促進法制の整備障害者雇用促進法制の整備

○短時間労働・派遣労働を活用した雇用促進、中小企業における雇用促進等を図るための障害者雇用促進法制の整備
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